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労災保険行政事件の審理における若干の問題に関する規定 

（2014年 6月 18日法釈[2014]9号として公布、同年 9月 1日施行） 

 

 労災保険行政事件を正しく審理するため、「中華人民共和国社会保険法」、「中華人民共和

国労働法」、「中華人民共和国行政訴訟法」、「労災保険条例」その他の関係する法律及び行政

法規の規定に基づき、行政裁判実務を併せ考慮して、本規定を制定する。 

第 1条 人民法院は、労災認定行政事件を審理する場合において、「労災保険条例」第 14条

第(六)号の「本人の主な責任」、第 16 条第(二)号の「酩酊又は薬物使用」及び第 16 条第

(三)号の「自傷又は自殺」等の事由が存在するか否かを認定するときは、権限を有する機

構が発行した事故責任認定書及び結論性意見並びに人民法院の効力が発生した裁判等の

法的文書を根拠としなければならない。但し、事故責任認定書及び結論性意見を覆すに足

る反証がある場合を除く。 

  前述の法的文書が存在せず、又は内容が明確でない場合において、社会保険行政部門が

前項の事実について認定を行ったときは、人民法院は、社会保険行政部門により提供され

た関連証拠を併せ考慮して法により審査を行わなければならない。 

  「労災保険条例」第 16 条第(一)号の「故意の犯罪」の認定は、刑事捜査機関、検察機

関及び裁判機関の効力が発生した法的文書又は結論性意見を根拠としなければならない。 

第 2 条 人民法院は、労災認定行政事件を受理した後に、原告又は第三者が行政訴訟を提

起する前に既に労働関係の存在の有無について労働仲裁を申し立て、又は民事訴訟を提

起していたことが分かった場合には、行政事件の審理を中止しなければならない。 

第 3 条 社会保険行政部門が次の各号に掲げる単位を労災保険責任負担単位であると認定

する場合には、人民法院は、これを支持しなければならない。 

(一) 従業員が 2 以上の単位と労働関係を確立している場合において、労災事故が発生

したときは、従業員が勤務していた単位を労災保険責任負担単位とする。 

(二) 労務派遣単位の派遣する従業員が雇用単位において勤務していた期間に業務によ

り死傷した場合には、派遣単位を労災保険責任負担単位とする。 

(三) 単位が任命し他の単位に派遣して勤務させていた従業員が業務により死傷した場

合には、任命し派遣させていた単位を労災保険責任負担単位とする。 

(四) 雇用単位が、雇用主体資格を具備しない組織又は自然人に対し、法律・法規の規定

に違反して請負業務を一括下請負させている場合において、当該組織又は自然人の採

用した従業員が請負業務に従事している際に業務により死傷したときは、雇用単位を

労災保険責任負担単位とする。 

(五) 個人が他の単位に形式上所属しながら対外的に経営している場合において、当該

個人の採用した人員が業務により死傷した場合には、形式上の所属先である単位を労

災保険責任負担単位とする。 

 前項第(四)及び(五)号により明確にされた労災保険責任負担単位は、賠償責任を負担し、
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又は社会保険取扱機構が労災保険基金から労災保険給付を支払った後に、関連組織、単

位及び個人に求償する権利を有する。 

第 4 条 社会保険行政部門が次の各号に掲げる事由を労災と認定する場合には、人民法院

は、これを支持しなければならない。 

(一) 従業員が業務時間及び就業場所内で傷害を被った場合において、業務以外の原因

により発生したものであると証明する証拠を雇用単位又は社会保険行政部門が有し

ないとき。 

(二) 従業員が、雇用単位の組織した活動に参加し、又は他の単位が組織した活動に雇用

単位の指示を受けて参加して傷害を被ったとき。 

(三) 業務時間内に、従業員がその業務職責に関連する複数の就業場所間を移動する場

合の合理的な区間において業務のために傷害を被ったとき。 

(四) その他業務職責の履行に関連して業務時間及び合理的な区間内において傷害を被

ったとき。 

第 5 条 社会保険行政部門が次の各号に掲げる事由を「業務のための外出期間」と認定す

る場合には、人民法院は、これを支持しなければならない。 

(一) 従業員が雇用単位の指示を受けて、又は業務の必要のために、就業場所以外におい

て業務職責に関係のある活動に従事していた期間 

(二) 雇用単位の指示を受けた従業員の外部学習又は会議の期間 

(三) 業務の必要による従業員のその他の外出活動期間 

 従業員が業務のための外出期間に、業務又は雇用単位の指示を受けた外部学習若しく

は会議と関係のない個人的な活動に従事して傷害を被った場合において、社会保険行政

部門が労災と認定しないときは、人民法院は、これを支持しなければならない。 

第 6 条 社会保険行政部門が次の各号に掲げる事由を「通勤途中」と認定したものについ

て、人民法院は、これを支持しなければならない。 

(一) 合理的な時間内に就業地と住所地、常居所又は単位宿舎とを往復する場合の合理

的な経路における通勤途中 

(二) 合理的な時間内に就業地と配偶者、父母又は子の居住地とを往復する場合の合理

的な経路における通勤途中 

(三) 日常業務・生活上必要なものに該当する活動に従事し、かつ、合理的な時間内及び

合理的な経路における通勤途中 

(四) 合理的な時間内のその他の合理的な経路における通勤途中 

第 7 条 従業員又はその近親者自身の原因によらずに労災認定の申請期限を過ぎた場合に

は、遅れた期間は労災認定申請期間内に算入しない。 

  次の各号に掲げる事由のいずれかがあって申請期限に遅れた場合には、従業員又はそ

の近親者自身の原因に帰せられないと認定しなければならない。 

(一) 不可抗力 

(二) 人身の自由が制限されていたとき。 

(三) 雇用単位の原因に帰せられるとき。 

(四) 社会保険行政部門の登記制度に不備があったとき。 

(五) 労働関係の存在の有無について当事者が仲裁を申し立て、又は民事訴訟を提起し

ていたとき。 
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第 8 条 従業員が第三者に起因して傷害を被った場合において、従業員又はその近親者が

既に第三者に対して民事訴訟を提起し、又は民事賠償を得ていることを理由として、社会

保険行政部門が労災認定申請の不受理又は労災不認定の決定を下したときは、人民法院

は、これを支持しない。 

  従業員が第三者に起因して傷害を被り、社会保険行政部門が既に労災認定を下してい

る場合において、従業員又はその近親者が第三者に民事訴訟を提起せず、又は民事賠償を

得ずに、社会保険取扱機構を提訴して労災保険給付の支払いを要求したときは、人民法院

は、これを支持しなければならない。 

  従業員が第三者に起因して労災に至った場合において、従業員又はその近親者が既に

第三者に対して民事訴訟を提起していることを理由として、社会保険取扱機構が労災保

険給付の支払いを拒絶したときは、人民法院は、これを支持しない。但し、第三者が支払

済みの医療費用を除く。 

第 9 条 労災認定の申請者又は雇用単位が関係状況を隠蔽し、又は虚偽の資料を提供した

ことにより、労災認定に誤りが生じた場合には、社会保険行政部門は、訴訟において法

によりこれを更正することができる。 

  労災認定が法により更正された後に、原告が訴え取下げを申請しない場合において、原

労災認定を下した際に社会保険行政部門に誤りのあったときは、人民法院は違法確認の

判決をしなければならず、社会保険行政部門に誤りがなかったときは、人民法院は原告

の訴訟請求を退けることができる。 

第 10条 最高人民法院が以前に発布した司法解釈と本規定とが一致しない場合には、本規

定を基準とする。 

 

（法令原文名称：关于审理工伤保险行政案件若干问题的规定） 


